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仙台市総務企画局情報政策課 

東日本大震災の現状と 

復興への課題 

  （ICT部門の立場から） 
（２０１１．１１．１１） 
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東日本大震災 

（２０１１年） 
阪神・淡路大震災 

（１９９５年） 

地震規模 Ｍ９．０ Ｍ７．３ 

津波による浸水面積 ５６１㎢ － 

死者・行方不明者 約２０，０００名 ６，４３４名 

避難者数（最大） 約４８０，０００名 
（岩手・宮城・福島県のみ） 

約３１７，０００名 

全壊・半壊家屋 約３００，０００棟 約２４９，０００棟 

被害額 約１６兆９０００億円 約９兆６０００億円 

１．東日本大震災と阪神・淡路大震災との比較 
（平成２３年１０月上旬） 
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東日本大震災 

（２０１１年） 
宮城県沖地震 

（１９７８年） 

地震規模 Ｍ９．０ Ｍ７．４ 

津波による浸水面積 ５２㎢ － 

死者・行方不明者 ７３０名 １６名 

避難者数（最大） １０２，４３３名 
（７月３１日全避難所閉鎖） 

１，５７４名 

全壊・半壊家屋 ８２，５６０棟 ４，３８５棟 

被害額 約１兆３００億円 ２，１００億円 

２．東日本大震災と宮城県沖地震との比較（仙台市） 
（平成２３年１０月上旬） 
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３．仙台市沿岸部の被害状況（１） 

仙台駅 

仙台空港 

蒲生 

仙台港 

仙台港付近 

宮城野区蒲生付近 
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仙台駅 

仙台空港 

岡田 

荒浜 

宮城野区岡田付近 

若林区荒浜 

３．仙台市沿岸部の被害状況（２） 
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太平洋沿岸部 

仙台駅 

仙台空港 

３．仙台市沿岸部の被害状況（３） 
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海
側 

陸
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次葉の写真の視線 

南蒲生下水処理場平常時の様子 

４．仙台市の状況  
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大震災当日の様子 

海
側 

陸
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４．仙台市の状況  
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４．１．仙台市の情報システムの対応状況  
４．１．１ 業務用情報システムの状況 

（1）震災直後 

  情報システム用のサーバには転倒などの被害なし。 

  停電がどこまで続くのか不明だったので、一旦、各システムをシャットダウン。 

 

（２）3月13日 

  庁内LAN上で運用するグループウェアなどの運用を再開。 

 

（３）3月17日 

  住民登録、税務業務用システムなどのオンラインサービスを順次再開。 

４．１．２ 仙台市公式ホームページ 

 （１）震災直後、東京とのネットワークが不通状態となり、東京に仮サーバを立て、暫定
サイトを立ち上げた。（3/11・22時） 

 

 （２） ３月１５日ごろから，公式ホームページが復旧した。 
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特徴 

戦後最大の人的
被害、物的被害を
もたらした災害 

大規模かつ長期
間な電源喪失及
び通信インフラの
喪失 

津波による行政機
能、情報システム
の喪失 

大震災後の復旧
復興に向けた行政
需要の急増 

課題 

住民、警察、消防への避
難情報の速やかな伝達 

電源と通信の喪失に対
する自治体機能の復旧 

庁舎や職員、書類、デー
タ、情報システムの速や
かな復旧 

震災後、多量に発生す
る罹災証明発行、避難
所運営などへの対応 

解決の方向性 

リアルタイムで潮位変化から、津
波情報を伝える体制、システム 

自家発電装置などの非常時電源
の充実と端末などへの電源供給。 

自治体業務復旧のための緊急展
開の枠組みの整備。 

 

復興業務支援システムのSaaS

化。 

定期な訓練体制の整備。 

災対本部と避難所間などの自治
体内の通信網、情報システム構
築の整備。 

 

５．自治体ICTの側面から見た東日本大震災 
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（１）安否情報 

  ①災害に強いとされていた災害伝言ダイヤルやメールの信頼性は、最も必要とされる震災直後の１～２日間あまり高くなかった。 

  →震災直後の災害伝言ダイヤルやメールのサービスレベルを明確にし、それに向けたサービス体制構築 

  ②Google Person Finder、各県警のＨＰ、新聞やＴＶの報道、自治体ＨＰが活用された。 

  →情報源ごとの情報が集約できる枠組みの構築 

６．被災地住民の情報に対するニーズと課題 

（２）インフラの被害及び復旧状況の情報 

  ①新聞やＴＶの報道及び、自治体ＨＰや各事業者のＨＰが活用された。ガスの復旧情報により、ＨＰアクセスが急増した例も 

  ②信頼性のある正確な情報を、広く伝達するには、ＨＰが有効。 

  →震災時でも稼動し続けるＨＰの構築。 

  →アクセス急増時におけるミラーサイトの活用 

  →メール配信、エリアメールの活用 

（３）生活情報 

  営業している店舗情報などに新聞やＴＶの報道が活用された。口コミやインターネットの情報が活用された。 

  →信頼性のある正確な情報をどのようにして集め、伝達することが可能なのか 

（４）行政情報 

  ①生活再建支援、手続きに関する行政情報の伝達には、新聞やＴＶの報道及び自治体のＨＰが活用された。避難所において 

  は資料の配布、情報の掲示など紙による情報提供が行われた。 

  ②これらの情報を活用するには、面談または電話による相談業務が欠かせない。 

  →情報提供と個別相談の充実。速やかな業務処理 

（５）他地域避難者への情報提供 

  自治体ＨＰ、メール配信の活用、避難者情報システムの活用   

（６）自治体復興計画 

  被災者への説明会、有識者による検討会議、自治体ＨＰによる情報提供、パブリックコメントの実施による住民意向の反映と周知   
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この画面は、３月１１日直後のものではありません。 

当時の画面のイメージです。 
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この画面は、３月１１日直後のものではありません。当時の画面のイメージです。 
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この画面は、ホームページ復旧直後のものではありません。当時の画面のイメージです。 
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インターネットの提供 

安否情報、生活情報、 

インフラ復旧情報 

生活再建・支援情報 

クラウドの提供 

窓口業務用のＳａａＳ 

内部業務用のＳａａＳ 

復興業務を支援するＳａａＳ 

被災地とIXやデー

タセンターをつなぐ
通信網の確保 

自治体業務機能の
復旧 

自治体拠点間
通信の確保 

避難所等との
通信の確保 

避難所業務を始めと
する、急増する復興
業務への対応 

被災地住民への情
報提供 

７． 自治体及びＩＳＰ等事業者に期待される役割 
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本市における広報に
ついての考え方 

●広くあまねく、市民に情
報を伝える。格差が生じな
いようにする。 

●効率良く、多くの市民に
情報伝達できるメディアの
利用を優先する。 

●ICTの成果を活用する。 

本市における広報
の現状 

既存の紙メディア、TV・

ラジオ等の放送メディア
だけでなく、インターネッ
トのホームページなどの
新しいメディアも活用し
ている。 

インターネット利用
の現状 

●国民の約８割がPCや

携帯電話からインター
ネットを利用している。 

●そのうち約半数の利
用目的は、企業・政府等
のホームページの閲覧
となっている。 

●Twitterの利用は数％。 

今後の広報へのICT

活用への認識と要望 

●ICTを活用した、市民が

利用し易い新しいメディア
の積極的な活用。 

●携帯の普及状況や、緊
急時に効率よく多くの市民
に情報伝達できる点から、
自治体から情報発信でき
る全ての事業者による緊
急速報メール運用体制の
整備を要望。 

仙台市の広報活動におけるICT活用について 


